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作業環境測定基準等が改正されました。

改正告示は、平成 21年 7月 1日から適用されます。

(ニッケル化合物、砒素及びその化合物に係る

関連告示については、平成 21年 4月 1日から適用されます。)

厚生労働省 ・都道府県労働局 ・労働基準監督署
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(作業環境評価基準別表関係)

厚生労働省では、この度ホルムアルデヒド、ニッケル化合物、

作業環境測定の対象としてばく露防止対策を講 じるべき物質と

ともに、既に測定やばく露防止対策の対象となっている粉じん、

管理濃度を低減することとしました。

●管理濃度の新旧対照表

TIL素及びその化合物の 3物質を、

して新たに管理濃度を設定すると

トルエン等の 11物質についても、

管理濃度 (旧) 管理濃度 (新)

① ホルムアルデヒド (注1) 0.l pprln

②
ニッケル化合物 (注 2)

(ニッケルカルボエルを除き、粉状の物に限るも)

エッケルとして
0.l r139/ぱ

③
TIL素及びその化合物 (注 2、3)

(アルシン及び砒化ガリウムを除く。)

砒素として
0.003rllg/甫

4 クロロホルム 1 0pprll 3pprll

5 シクロヘキサノン 25pprrl 20pprn

6 テ トラヒドロフラン 200ppm 50ppm

7 トリクロルエチレン 25pprll 10ppm

8 トルエン 50pprrl 20ppm

9 二硫化炭素 1 0pprrl l pprrn

10 アクリルアミド 0.3m9/甫 0.lm9/甫

塩素化ビフェエル (別名 PCB) 0.lm9/甫 0.01 rlng/甫

12 臭化メチル 5pprYl l pprrn

13 弗化水素 2pprYl 0.5pprn

14

粉 じん  (注 4)

(土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じん)
E = 講

(単位 :mg/甫)

Q 当 該粉 じんの遊離けい酸

含有率 (単位パーセント)

E=丁
諾苦竿丁

(単位 :mg/甫)

Q 当 該粉じんの遊離けい酸

含有率 (単位パーセント)

糧を1笙サ今乃化書揚f纏播跳継研ま離従督理運選涙筆を導漏定協雪ど虜丁、作業環境測定の実施や測
(注3)霊望景愚蓄頻だ醤誘六寓品き花達貿

ヒ
型霞危品窒ぁ審墨逢窪総逢上されます

(注4 )雫

惇含Я軍香遅
度は、遊離けい酸 (結晶質シリカ)に よる発がん性等のリスクを抑えることを目的として引き

1達:1霞暑|:P5粛廷索惣婁唇キ遷揚畳審P該軍后酬 砺≧密了螢寧
なりません(特化貝J第36条の2)

(作業環境演1定基準第 10条、第 13条及び別表関係)

●測定方法の新旧対照表

物 質 名 測定方法 (旧) 測定方法|(新)

ホルムアルデとド

( 注1 、4 )

試料採取方法 団体捕集方法

分 析 方 法 高速液体クロマ トグラフ分析方法

ニッケル化合物
(注 2)

試料採取方法 ろ過捕集方法

分 析 方 法 原子吸光分析方法
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物 質 名 測定方法 (旧) 測定方法 (新)

砒素及びその化合物
(注3)

試料採取方法 ろ過捕集方法

分 析 方 法
吸光光度分析方法又は原子吸光

分析方法

二硫化炭素

試料採取方法

液体捕集方法

団体捕集方法

直接捕集方法

①

②

③
改正なし

分 析 方 法

①→吸光光度分析方法
②→吸光光度分析方法
③→ガスクロマトグラ
フ分析方法

②→吸光光度分析方法又はガスク
ロマ トグラフ分析方法

(①③は改正なし)

アクリルアミド

試料採取方法 ろ過捕集方法 ろ過捕集方法及び団体捕集方法

分 析 方 法
ガスクロマ トグラフ

分析方法
改正なし

臭化メチル

試料採取方法
液体捕集方法…①

直接捕集方法…③

固体捕集方法…②
(①③は改正なし)

分 析 方 法
①→吸光光度分析方法

③→ガスクロマトグラ
フ分析方法

②→ガスクロマトグラフ分析方法
(①③は改正なし)

(注1)ホ ルムアルデヒドの測定方法については、平成 20年 3月 1日から適用されています

(注2)ニ ッケル化合物 (粉状)の 試料採取は、分粒装置を用いないオープンフェースにより、面速約 19cm/秒で吸引

する方法で行います

(注3)益 糞,晃腎 溺 とざ勃丈私偽蜂霊昇丘マ堤墓緑品        分 析方法は廃止されます    ふ っ
(注4)ホ ルムアルデヒド、クロ回ホルム、シクロヘキサノン、 ト リクロルエテレン、 トルエン、二硫化炭素及び弗化

水素については、一定の条件下において、簡易測定機器 (検知管又はこれと同等以上の性能を有する測定機器)
の使用も認められます

改正告示は、平成 21年 7月 1日から適用されます。
ひ

(但し、エッケル化合物、砒素及びその化合物に係る関連告示については、平成 21年 4月

1日 から適用されます。)

作1業1環境管
労働安全衛生法では、一定の有害な業務を行う作業場については、定期的に作業環境測定を行い、そ

の結果の評価に基づいて、適切な改善措置を講じなければならないこととしています。

作業環境測定を行った結果の評価は、作業環境評価基準で定められている管理濃度に基づいて第 1管

理区分から第 3管理区分までに区分することにより行います。管理区分ごとの措置内容について、下の

表に示 します。

管 理 区 分
評 価 内 容

(単位作業場所の状態)
措 置 内 容

第 1管 理区分
作業環境管理が適切であると判

断される状態

→ 現 在の作業環境管理の継続的維持に努めてくだ

さい。

第 2管 理区分
作業環境管理になお改善の余地

があると判断される状態

→ 施 設、設備、作業工程、作業方法の点検を行い、

その結果に基づき、必要な措置を講 じるように努

めてください。

第 3管 理区分
作業環境管理が適切でないと判

断される状態

→ ・労働者に呼吸用保護具を使用させ、健康診断な

ど健康保持に必要な措置を講じてください。
・施設、設備、作業工程、作業方法の点検を行い、

その結果に基づき、必要な措置を議じてください。
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○労働安全衛生法 (昭和四十七年法律第五十七号)(抄 )

(作業環境択1定)

第六十五条 事 業者は、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、

政令で定めるものについて、厚生労働省令で定めるところにより、必要

な作業環境測定を行い、及びその結果を記録しておかなければならない。

2 前 項の規定による作業環境測定は、厚生労lEj大臣の定める作業環境測

定基準に従つて行わなければならない。

3～ 5 (略 )

(作業環境測定の結果の評価等)

第六十五条の二 事 業者は、前条第一項又は第五項の規定による作業環境

減1定の結果の評価に基づいて、労働者の健康を保持するため必要がある

と認められるときは、厚生労働省令で定めるところにより、施設又は設

備の設置又は整備、健康診断の実施その他の適切な措置を講じなければ

ならない。

2 事 業者は、前項の評価を行うに当たつては、厚生労働省令で定めると

ころにより、厚生労働大臣の定める作業環境評価基準に従つて行わなけ

ればならない。

3 事 業者は、前項の規定による作業環境測定の結果の評価を行つたとき

は、厚生労ltEl」省令で定めるところにより、その結果を記録しておかなけ

ればならない。

○作業環境評価基準 (昭和六十三年労働省告示第七十九号)(抄 )

別表  (略 )

〇作業環境測定基準 (昭和五十一年労働省告示第四十六号)(抄 )

(特定化学物質の濃度の減1定)

第 卜条 令 第二十一条第七号に掲げる作業場 (石綿等 (令第六条第二十三

号に規定する石綿等をいう。以下同じ。)を 取り扱い、又は試験研究のた

め製造する屋内作業場を除く。)に おける空気中の令別表第二第一号 1か

ら7までに掲げる物又は同表第二号 1か ら36までに掲げる物の濃度の測

定は、別表第一の上欄に掲げる物の種類に応じて、それぞれ同表の中lFE

に掲げる試料採取方法又はこれと同等以上の性能を有する試料採取方法

及び同表の下欄に掲げる分析方法又はこれ同等以上の性能を有する分析

方法によらなければならない。

2 前 項の規定にかかわらず、空気中の次に掲げる物の濃度の損1定は、検

知管方式による測定機器又はこれと同等以上の性能を有する測定機器を

用いる方法によることができる。ただし、空気中の次の各号のいずれか

に掲げる物の濃度を測定する場合において、当該物以外の物が測定値に

影響を及ぼすおそれのあるときは、この限りではない。
一 ア クリロニトリル

_  エ チレンオキシド

三 塩化ビニル

四 塩 素

五 シ アン化水素

六 弗 化水素

七 ベ ンゼン

八 ホルムアルデヒド

九 硫 化水素

3 前 二項の規定にかかわらず、前項各号に掲げる物について、特定化学

物質障害予防規則 (昭和四十七年労働省令第二十九号)第 二十六条の二

第一項の規定による測定結果の評価が二年以上行われ、その間、当該評

価の結果、第一管理区分に区分されることが継続した単位作業場所につ

いては、所轄労働基準監督署長の許可を受けた場合には、当該特定化学

物質の濃度の測定は、検知管方式による測定機器又はこれと同等以上の

性能を有する測定機器を用いる方法によることができる。この場合にお

いて、当該単位作業場所における一以上の測定点において第一項に掲げ

る方法を同時に行うものとする。

同等以上の性能を有する測定機器を用いる方法Jと 読み替えるものとす

る。

5 (略 )

(有機溶剤の濃度の測定)

第十三条 令 第二十一条第十号の屋内作業場における空気中の令別表第六

の二第一号から第四十七号までに掲げる有機溶剤の濃度の測定は、別表

第二の上欄に掲げる物の種類に応じて、それぞれ同表の中llFlに掲げる試

料採取方法又はこれと同等以上の性能を有する試料採取方法及び同表の

下欄に掲げる分析方法又はこれと同等以上の性能を有する分析方法によ

らなければならない。

2 前 項の規定にかかわらず、空気中の次に掲げる物の濃度の測定は、検

知管方式による測定機器又はこれと同等以上の性能を有する波J定機器を

用いる方法によることができる。ただし、空気中の次の各号のいずれか

に掲げる物の濃度を測定する場合において、当該物以外の物が測定値に

影響を及ぼすおそれのあるときは、この限りではない。
一 ア セトン

ニ イ ップロピルアフレコール

三 イ ツペンチルアルコール (別名イソアミルアルコール)

四 エ チルエーテル

五 キ シレン

六 ク レブール

七 ク ロルベンゼン

八 ク ロロホルム

九 酢 酸イソブチル

十 酢 酸イツプロピル

十一 酢 酸エチル

十二 酢 酸ノルマルーブチル

十二 四 塩化炭素

十四 シ クロヘキサノン

十五 一 ・二―ジクロルエチレン (別名二塩化アセチレン)

十六 N,N― ジメチルホルムアミド

十七 ス テレン

十ノ` テ トラクロルエチレン (別名パークロルエテレン)

十九 一 。一 。一―トリクロルェタン

二十 ト リクロルエチレン

こ |―  ト ルエン

二十三 二 硫化炭素

二十三 ニ ーブクノール

Ll十四 メ チルシクロヘキサノン

3 前 ii項の規定にかかわらず、令別表第六の二第一号から第四十七号ま

でに掲げる物 (第二号、第六号から第十号まで、第十七号、第二十号か

ら第二十11号まで、第二十四号、第二十六号、第二十七号、第二十九号、

第二十二号、第三十四号、第二十九号、第四十号、第四十二号から第四

十五号まで及び第四 卜七号に掲げる物にあっては、前項各号に掲げる物

を主成分とする混合物として製造され、又は取り扱われる場合に限る。)

について有機溶剤中毒予防規貝」(昭和四十七年労働省令第二十六号)第
二十八条の二第一項の規定による測定結果の評価が二年以上行われ、そ

の間、当該評価の結果、第一管理区分に区分されることが継続した単位

作業場所については、所轄労働基準監督署長の許可を受けた場合には、

当該有機溶剤の濃度の測定は、検知管方式による測定機器又はこれと同

等以上の性能を有する測定機器を用いる方法によることができる。この

場合において、当該単位作業場所における一以上の測定点において第一

項に掲げる方法を同時に行うものとする。

4 第 二条第一項第一号から第二号までの規定は、前三項に規定する測定

について準用する。この場合において、同条第一項第一号、第一号の二

及び第二号の二中 「土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じんJと ある

のは 「令丹1表第六の二第一号から第四十七号までに掲げる有機溶剤」と、

同項第二号ただし書中 「相対濃度指示方法Jと あるのは 「直接捕集方法

又は検知管方式による測定機器若しくはこれと同等以上の性能を有する

4 第 二条第一項第一号から第二号までの規定は、前三項に規定する測定   測 定機器を用いる方法Jと 読み替えるものとする。
について準用する。この場合において、同条第一項第丁号、第一号の二  5 (略 )

及び第二号の二中 「土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じんJと ある

のは、「令別表第二第一号 1か ら7までに掲げる物又は同表第二号 1か ら 別 表第 1(第 10条 関係)  (略 )

36までに掲げる物Jと 、同項第二号ただし書中 「相対濃度指示方法Jと

あるのは 「直接捕集方法又は検知管方式による測定機器若しくはこれと 別 表第 2(第 18条 関係)  (略 )

このパンフレットに関するお問い合わせは、都道府県労働局または労働基準監督署までお願いします。

「http://wwW,mhlw.goョjp/bunya/rOudOukilun/anzeneisei30/indeX.html」をご参照ください。
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